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第１章 基本的事項                           

１ 計画策定の背景と目的 

■計画策定の背景 

本市では、平成 9 年 3 月に「米沢市環境基本条例」を制定し、平成 13 年 9 月には、環境基本条例に基

づき「米沢市環境基本計画」を策定しました。平成 28 年 2 月には、第３期米沢市環境基本計画（計画期

間：平成 28 年度～令和 7 年度）を策定し、令和 4 年 3 月に中間見直しを行い、市民・事業者・行政・民

間団体の協力のもと、環境施策に取り組んできました。第 3 次計画の計画期間が今年度で終了すること

から、2026（令和 8）年度を開始年度とする新たな第 4 次計画を策定します。 

第 3 次計画から 10 年の間に世界では持続可能社会の実現に向けた動きが加速しており、米沢市にお

いても、令和 2 年 10 月に米沢市ゼロカーボンシティ宣言を行い、令和 4 年 7 月には米沢市プラスチック

ごみゼロ宣言を行いました。第 3 次計画の上位計画である「米沢市まちづくり総合計画」では計画を推

進することにより、ＳＤＧｓの達成を目指しており、本計画においても同様に施策の実施を通して関連

するＳＤＧｓの達成を目指していきました。 

なお、本市は、ＳＤＧｓの理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとする都市・地域の中から、

特に、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテンシャ

ルが高い都市・地域として、令和 3年度、「SDGs未来都市」に選定されました。 

また、令和 7 年 5 月に環境省が実施する第 6 回脱炭素先行地域づくり事業に本市と飯豊町を主たる提

案者とし、山形県など計 25 者を共同提案者とする共同提案計画が採択されました。 

わが国では、令和 5（2023）年３月に「生物多様性国家戦略 2023-2030～ネイチャーポジティブ実現に

向けたロードマップ～」が閣議決定され、生物多様性の損失と気候危機の 2 つの危機が自然資本を揺る

がしていると書かれており、これらの危機は相互に作用するため、一体的な取組が必要であるとし、2030

年に向けた目標として「2030 年ネイチャーポジティブ」、2050 年のビジョンとして「自然と共生する社

会」を掲げています。令和 6 年 5 月に閣議決定された「第六次環境基本計画」においては「循環共生型社

会」を掲げ、「ウェルビーイング/高い生活の質」を重視する方針を掲示しました。天然資源の消費を抑制

し、環境への負荷ができる限り低減される「循環型社会」を目指し、関連施策を総合的かつ計画的に推進

してきました。令和 6 年 8 月に閣議決定された「第五次循環型社会形成推進基本計画」では、循環経済

への移行を進め、気候変動や生物多様性保全といった環境面に加え、産業競争力強化・経済安全保障・地

方創生・質の高い暮らしの実現にも貢献することで、将来世代の未来につなげる国家戦略としており、概

ね令和 12 年までに国が講ずべき施策を示しています。 

 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

１７のゴール 

 

 

 

出典：国際連合広報センター 
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■計画の目的 

 この計画は、本市の良好な環境を保全・創造し、次世代を含めた市民が快適に暮らすことができるよう

な、各種の施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として策定しました。市民や行政のみならず、

本市で活動するすべての人々の参加によって、将来の望ましい環境像を実現することを目指していきま

す。 

 

２ 対象とする環境の範囲 

本計画が対象とする環境の範囲は、地球温暖化問題に代表される「地球環境」及び自然環境、生活環

境、快適環境で構成される「地域環境」、そして環境学習とします。本計画が対象とする地域の範囲は、

本市の区域内としますが、地域循環共生圏など本市環境に関係する場合は周辺の市町等も対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

  

地球温暖化 

エネルギー危機 

資源循環 

酸性雨 

オゾン層破壊 等 

地 

球 

環 

境 

地 
域 

環 

境 

自然環境 

森林、里地里山、水環境、多様な自然環境、生物の多様

性の確保 等 

生活環境 

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、

悪臭、廃棄物 等 

快適環境 

都市景観、公園、都市緑化、歴史・文化 等 

環境学習 

環境教育、市民活動、普及啓発 等 
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３ 計画の位置づけ 

  本計画は、「米沢市環境基本条例」第 7条に基づき策定（改定）されるものであり、市の最上位計画

である「米沢市まちづくり総合計画」のもとで、環境行政の基本となる計画です。 

また、国や県の動向を踏まえるとともに、本計画を具体的に推進する施策と関連するその他の個別

計画と整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画期間 

米沢市環境基本計画の計画期間は令和 8（2026）年度から令和 17（2035）年度までの 10年間とします

が、5 年を目途として、計画全体の見直しを行います。 

 ただし、計画の策定時に想定されなかった新たな環境に関する課題や社会経済情勢の変化等が生じた

場合は、随時の見直しも行います。 

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

           
計画 

策定 
初年度    

中間 

年度 
    

目標 

年度 

 

 

※網掛け部分が本市条例及び計画を表す 

 

連携 
・ 
整合 

連携 
・ 
整合 連携 

連携 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

【国】 

環境基本計画 

地球温暖化対策計画 

地域脱炭素ロードマップ 

【山形県】 

第４次山形県環境計画 
米沢市環境基本計画 

米沢市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編） 

〈計画の対象〉 

 事務事業編：米沢市役所の事務事業により排出される温室効果ガスの削減 

 区域施策編：市域から排出される温室効果ガスの削減 

【関連計画等】 

・第 4 期米沢市ごみ処理基本計画 

・米沢市森林整備計画 

・米沢市鳥獣被害防止計画 

・米沢市都市計画マスタープラン 

・米沢市景観計画 

・米沢市花と樹木におおわれた 

まちづくり計画    

・米沢市国土強靭化地域計画      

 

環境基本法 

米沢市環境基本条例 

米沢市まちづくり総合計画 

「よねざわ しあわせ ビジョン 2035」(仮) 

（令和 8 年度から令和 17 年度まで） 
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５ 各主体の取組の検討 

 本計画の取組にあたっては、市民、事業者、市、さらには民間団体について、それぞれの役割に応じ

た行動が必要です。主体ごとに、以下のような役割を果たすことが望まれます。 

 

（１）市民の役割 

 市民は、環境に関する事柄について関心を持ち、自主的な情報収集や学習を行い、自分たちを取り巻

く自然環境や住環境などを保全するための行動を実践することが求められています。日常生活や活動の

中に脱炭素やＳＤＧｓ、省資源及び資源循環などといった環境に関する取組を取り入れるとともに、市

が実施する施策へ積極的に参加し、協力することが望まれます。 

 

（２）事業者の役割 

 事業者は、事業活動を行う際には法令に基づく規制基準等の遵守に加えて、再生可能エネルギーの導

入や省エネなど脱炭素に関する取組や省資源や資源循環など環境負荷の軽減といった環境への配慮が求

められています。また、地域環境の保全や近隣住民への配慮した事業活動を行うとともに、市が実施す

る施策に協力することが望まれます。 

 

（３）市の役割 

 市は、市民や事業者、民間団体の意見を聞きながら、国、県の動向や社会経済情勢の変化を踏まえて

環境保全等に関する施策を策定し、推進していくことが求められています。また、積極的な情報収集と

発信を行い市民や事業者の環境保全意識の高揚を図るとともに、他の模範となるよう脱炭素や資源循

環、公害の防止及び生物多様性の推進等を図ります。 

 

（４）民間団体の役割 

民間団体は、それぞれの団体の特徴を生かした環境の保全等に関する活動を積極的に実践することが

求められます。他の団体や市民、事業者との連携に努めるとともに、市との連携を図り、公益的な活動を

展開することが望まれます。 
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第２章 現状及び今後の課題                   

１ 第３期米沢市環境基本計画の進捗状況の概要 

第３期米沢市環境基本計画では、環境像の実現に向けて実施する施策や取組の動向を検証するため、 

「活動指標・成果指標」を設定しました。 

第３期計画の進捗状況について、指標を用いた実施成果やアンケート結果から得られた満足度・重要

度に基づく定量的な評価に加え、最近の社会的な動向などを考慮した定性的な評価も取り入れ、事業な

どの見直しの必要性を検討することを目的として総合評価を行いました。 

評価結果の概要は以下のとおりです。 

 

表 第 3期米沢市環境基本計画目標の評価結果 

基本施策 総評（抜粋） 結果 

施策 1-1 

再生可能エネル

ギー導入の推進 

・再生可能エネルギーの導入において、地域の再生可能エネルギー

を利用できるという満足度・重要度が高くないことから、住民への

再生可能エネルギーの理解を深める活動を継続する必要がある。 

・公共施設への再生可能エネルギー導入について、現在 13 か所と

なっており、増やしていく必要がある。 

A 

現行計画の方

針・事業を継続 

施策 1-2 

省エネルギーと

省資源の推進 

 

・意識調査結果から、多くの市民の方に省エネや省エネ機器を導

入していただいている比較的コストがかからない LEDやエアコン

が多くなっている。この導入状況を維持し、増加していく必要が

ある。 

・改修を行った公共施設では省エネ設備を導入し、環境負荷の少

ない設備導入を図りました。 

A 

現行計画の方

針・事業を継続 

施策 1-3 

ごみの減量化と

再資源化の推進 

 

・意識調査結果から、ごみの減量とリサイクルショップの利用が

進んでいないため、家庭での取組を拡充に向けた普及・啓発が必

要である。 

・庁舎や病院、上水管理センターでの再資源化、リサイクル回収

の量は増加傾向にあるため、継続する必要がある 

A 

現行計画の方

針・事業を継

続 

施策 1-4 

気候変動への対

応 

 

・市域からの二酸化炭素排出量は減少傾向ではあるが、目標達成

には更なる取組が必要である。 

・近年の自然災害に備えたまちや、熱中症に備えたクーリングシ

ェルターの設置を継続します。 

A 

現行計画の方

針・事業を継

続 

施策 2-1 

自然環境と生物

多様性の保全 

 

・鳥や昆虫との出会いがあるという項目の重要度は非常に高く、

満足度も高いため、継続していく必要がある。 

・里山の保全・森林の整備は目標達成傾向にあるが、有害鳥獣の

管理が進んでいないという現状である。 

A 

現行計画の方

針・事業を継続 
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施策 2-2 

生活環境と快適

環境の保全 

 

・不法投棄は重要度が高いものの、満足度が低いことから、今後

の課題となってくる。 

・ポイ捨てについては市民の方ほぼ全員がポイ捨てや行っていな

いことから、継続していく必要がある。 

A 

現行計画の方

針・事業を継続 

施策 3-1 

環境情報の収集

と発信の取組 

 

・市民の方の７０％以上がテレビ・ラジオ・新聞、４０％超えが

広報、３０％が SNSから情報を取得しており、テレビ・ラジオ・

新聞では周知ができなかったものの、広報・SNSでは最大限に活

用した。しかし、市の HPにも多くの情報を載せているため、方

法を検討する必要がある。 

B 

現行計画の方

針を継続しつ

つ、事業内容

の見直し 

施策 3-2 

環境学習と環境

教育の取組 

 

・環境学習の機会の満足度は市の平均値なものの、重要度は一番

低いことから、環境学習してもらえるように普及・啓発を行って

いく必要がある。 

・小中学生には、環境保全につながる取組や理科や社会の学習の

中で環境について学習を行い、学校生活や家庭生活に生かせるよ

うに指導ができている。 

B 

現行計画の方

針を継続しつ

つ、事業内容

の見直し 

 

２ 環境に関する市民意識調査（アンケート）から見た課題 

市民を対象に実施した環境に関するアンケートを踏まえた米沢市の環境に関する課題を以下のとおり

整理しました。（調査結果の詳細は資料編に掲載） 

 

○環境問題に関する関心 

 ◆廃棄物対策・資源循環型社会推進などのいわゆる「ごみ」に対する関心度が高い。 

 ◆地球環境の保全、生活環境の保全などへの関心度も高い。 

 ◆「地域の再生可能エネルギーを利用できる」ことへの関心は全体の平均を下回った。 

 

○地域環境への満足度・重要度 

 ◆満足度が高い項目 

  「周辺の静けさが保たれている」、「住まいの周辺の清潔さが保たれている」、「生垣や屋敷林、街路

樹等の緑が豊かである」 

◆満足度が低い項目 

 「地域の再生可能エネルギーを利用できる」、「街並みが美しく形成されている」、「ゆとりある空間

（公園・広場）が整備されている」 

 

○過年度との比較（平成 26年度に実施した調査） 

 ◆満足度、重要度がともに増加した項目 



 

7 

 

  「自動車や工場などによる空気のよごれや騒音のない生活が守られている」、「希少な野生生物の生

息・生育空間が守られている」 

  →今後も継続推進 

◆満足度が低下した一方、重要度が高くなった項目 

  「鳥や昆虫との出会いがある」、「街並みが美しく形成されている」、「ごみの不法投棄がなく適切に

収集・処理されている」 

  →満足度向上のための取組を推進する必要あり 
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第３章 計画の目標及び基本方針                 

１ めざす環境像 

 環境は長い歳月をかけて育むべきものであり、より良い環境の保全と回復に向け、取組を長期的な視

点を持って推進していく必要があります。 

 このことから本計画では、当初計画の環境像を引き続き踏襲し、次のとおりとします。 

 

 
 各主体（市民・事業者・行政）の連携のもとに、市民一人ひとりが豊かな自然環境と共生し、限りある

資源を大切にすることですべての事業や行動が人と環境にやさしいものとなり、その結果として良好な

環境の中で市民生活が営まれ、市民一人ひとりが持続可能で住みよいと感じることができる環境となる

ように努めていきます。 
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２ 施策の体系 

環境像を実現するための環境目標と基本施策は次のとおりとします。本市、市民、事業者 

の一人ひとりの取組により環境像（目標）を実現します。 

 

 

豊
か
な
自
然
と
共
生
し
、
一
人
ひ
と
り
が 

限
り
あ
る
資
源
を
大
切
に
す
る
持
続
可
能
な
住
み
よ
い
ま
ち 

1 持続可能な脱炭素社会の実現 

１－１ 
エネルギーの地産地消

の推進 

１－２ 
省エネルギーと省資源

の推進 

１－３ 気候変動への適応 

２ 資源循環型社会の実現 

２－１ ごみの減量化の推進 

２－２ 資源循環の推進 

２－３ ごみの適正処理の推進 

３ 自然共生社会と安全で 

快適な生活環境の実現 

３－１ 
自然環境、生物多様性

の保全 

３－２ 
生活環境、快適環境の

保全 

４ 人づくり・環境基盤の整備 

４－１ 
環境教育・環境学習の

取組、情報発信 

４－２ 環境保全活動の推進 

【基本施策】 【基本目標】 【めざす環境像】 
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第４章 施策の内容                               

基本目標１ 持続可能な脱炭素社会の実現 

【方針】 

省エネルギーの徹底・再生可能エネルギー導入を進め、2050 年の二酸化炭素排出量実質ゼロに向け、

脱炭素都市の形成を目指します。また、近年影響が顕在化している気候変動への対策も同時に進めます。 

 

基本施策１－１ エネルギーの地産地消の推進 

 

本市は、「米沢市地球温暖化対策実行計画(区域施策編・事務事業編)」に基づき、再生可能エネルギー

導入に関する施策目標を定めており、太陽光発電設備をはじめとする再生可能エネルギー設備導入を促

進します。 

 

施策での取組 

 

1-1-1再生可能エネルギーの地産地消の推進                                   

 

① 国や県のエネルギー政策の動向を注視しながら、地域の特性に応じた地域共生型の再生可能エネル

ギーの導入に取り組む事業者と地域に対し調整や助言を行います。 

 

② 公共施設を新築・増改築する場合は ZEB化を検討し、改修時にはエネルギー性能向上を図ります。

さらに、再生可能エネルギーの積極的な活用を検討するほか、再生可能エネルギー由来の電力調達を

進め、持続可能で環境負荷の少ない施設整備を推進します。また市民や事業者に対し、再生可能エネ

ルギー由来の電力契約への見直しを呼びかけます。 

【再掲】1-2 

  

③ 米沢市が実施する脱炭素先行地域づくり事業において、市内の事業者と協力し、再生可能エネルギ

ーを導入します。 

 

④ 市民や事業者に対し、再生可能エネルギー由来の電力契約への見直しを呼びかけます。 
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基本施策１－２ 省エネルギーと省資源の推進 

 

環境に配慮した機器などの製品・設備の購入や導入、省エネルギー・省資源を意識した冷暖房や照明、

印刷用紙を使用するなど、家庭生活や事業活動における省エネルギー・省資源活動に関する情報提供や

普及啓発を図り、脱炭素型の製品・サービス・ライフスタイルを賢く選択する「デコ活」の推進をはじめ

とした効果的な省エネ行動を促進し、本市における省エネルギー・省資源を推進します。 

 

施策での取組 

 

1-2-1省エネルギー・省資源の推進                                   

 

① 市の事務事業活動に係る環境マネジメントシステム及び地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事

務事業編）の運用を継続し、環境関係法令の遵守や省エネ・省資源の推進など、環境に配慮した市の事

務事業活動を推進します。 

 

①－１ 市庁舎における不要場所の消灯、エレベーター使用の自粛、クールビズやウォームビズの奨励

と冷暖房温度の適正化などによる省エネルギー対策を実施します。 

①－２ 公用車の使用にあたり、電動車等の導入を進めるとともにエコドライブの徹底に努め低公害

化を推進します。 

 

② 公共施設を新築・増改築する場合は ZEB化を検討し、改修時にはエネルギー性能向上を図ります。

さらに、再生可能エネルギーの積極的な活用を検討するほか、再生可能エネルギー由来の電力調達を

進め、持続可能で環境負荷の少ない施設整備を推進します。また市民や事業者に対し、再生可能エネ

ルギー由来の電力契約への見直しを呼びかけます。 

【再掲】1-1 

 

③ 町内会等で維持管理する公衆街路灯に対しＬＥＤ灯を新設、既存の蛍光灯タイプからＬＥＤ灯へ更

新する場合等、町内会等に対し補助金を交付し、省エネルギーを推進します。 

 

④ 地域公共交通の維持確保に向けた取組等を行います。 

 

⑤ 駅前広場の良好な環境の確保と併せて自転車等利用者の利便の増進に資する自転車等駐車場の機能

を維持します。 

 

⑥ 国や県の省エネ機器導入補助金をホームページや庁舎内に掲示するほか、SNS等の活用により普及・

周知に努めます。 

  また、脱炭素先行地域づくり事業ではエリアは限定されますが、断熱改修や省エネ機器導入補助金

を実施し、先行地域内での普及に努めます。  
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基本施策１－３ 気候変動へ適応 

 

温室効果ガスの削減に取り組むとともに、暮らしや事業活動に影響を及ぼし始めている気候変動によ

る影響について、市民・事業者への情報提供と被害の軽減・回避のための対策を進めます。 

 

施策での取組 

 

1-3-1地球温暖化対策の推進                                       

 

① 温室効果ガスの排出削減対策や吸収源対策による地球温暖化対策を推進します。 

 

1-3-2地球温暖化及び気候変動に関する情報発信                                   

 

② 学校授業での環境教育を推進します。 

 

③ 市立米沢図書館での環境問題やエコに関する図書の充実を図ります。 

 

1-3-3自然災害への対策                                         

 

④ 集中豪雨や大型台風等の極端な気象現象の頻発等に伴う水害や土砂災害への対策を推進します。 

 

⑤ 雨水浸透などグリーンインフラとして機能する農地や緑地を保全します。 

  

⑥ 避難所となる公共施設等への太陽光発電システムや緊急用の蓄電池の導入について、各施設所管課

と協議をしていきます。 

 

⑦ 緊急時に備え業務継続計画を策定します。 

 

1-3-4熱中症対策の推進                                        

 

⑧ 熱中症対策として、猛暑が予測される日には LINEで注意喚起を行います。 

 

⑨ 猛暑日、熱帯夜等の増加により懸念される熱中症の対策として、市民や保育施設、スポーツ施設な

どの公共施設利用者に向けた熱中症予防に関する注意喚起を行います。 

 

⑩ 市内の公共施設、民間施設におけるクーリングシェルターの設置を推進します。 

 

⑪ 緑のカーテンの推進や緑地、街路樹の保全等を行います。  
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目指す目標値（活動指標・成果指標） 

 

No 成果指標名 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

(10 年後) 

1 市域の温室効果ガス削減率（平成 25 年度

比） 

30.7%減 

(令和 4 年度) 

46.8％減 

（令和 12 年度） 

2 市事務事業から排出される温室効果ガス

削減率（平成 25 年度比）※ 

14.8%減 

(令和 5 年度) 

51.％減 

（令和 12 年度） 

3 浄水管理センターにおける消化ガス利用

率 
96.8％ 100％ 

4 自主防災組織の組織率 54.2％ 100％ 

 

基本目標１に関連する国・県の計画等 

○第五次環境基本計画（国・平成 30年） 

○第 4次山形県環境計画（山形県・令和 3年） 

○山形県エネルギー戦略後期エネルギー政策推進プログラム（山形県・令和 6年） 

○低炭素社会形成に係る基本方針（山形県置賜総合支庁・平成 28年） 
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基本目標２ 資源循環型社会の実現 

【方針】 

ごみの減量と資源化をさらに促進する取り組みを進めます。資源が循環する、持続可能なまちづ

くりを推進していきます。 

 

基本施策２－１ ごみの減量化の推進 

 

廃棄物の適切な分別に関する情報提供や啓発活動を行い、食品ロスの削減やプラスチックごみの削減、

必要な分だけしか買わないなど、市民の意識の高まりからごみの減量化を推進します。 

 

施策での取組 

 

2-1-1ごみの減量化の推進                                      

 

① 市の事務事業活動に係る環境マネジメントシステム及び地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の

運用を継続し、環境関係法令の遵守や省エネ・省資源の推進など、環境に配慮した市の事務事業活動

を推進します。 

【再掲】2-2 

 

 ①－１ 市が発注する公共工事において、建設工事等に伴い発生する建設廃棄物や建設発生土などの

建設副産物を効率的に活用しリサイクルを推進します。 

 

 ①－２ ごみ分別及び資源物のリサイクルを徹底し、ごみの減量化を推進します。 

 

② 米沢浄水管理センターにおいて発生する汚泥の濃縮率向上や消化率向上及び含水率の低下を図るこ

とにより、汚泥の発生量を抑えるとともに、再資源化に努めます。 

【再掲】2-2 

 

③ 市民及び事業者に対して講習会を開催し、ごみの減量化・再資源化を推進していきます。 

【再掲】2-2 

 

 

2-1-2廃棄物処理体制の整備                                   

 

④ 安全なごみの分別収集運搬の維持、効率化を図り、置賜広域行政事務組合や米沢市衛生組合連合会

との連携によりごみ処理体制の整備に努めます。 
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基本施策２－２ 資源循環の推進 

 

４Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル、リフューズ）の取組を推進し、焼却処理されたり最終処理

されたりするごみの減少のための活動を推進します。 

 

施策での取組 

 

2-2-1資源循環の推進                                        

 

② 米沢浄水管理センターにおいて発生する汚泥の濃縮率向上や消化率向上及び含水率の低下を図るこ

とにより、汚泥の発生量を抑えるとともに、再資源化に努めます。 

【再掲】2-1 

 

③ 市民及び事業者に対して講習会を開催し、ごみの減量化・再資源化を推進していきます。 

【再掲】2-1 

 

④ 使用済小型電子機器、コンタクトレンズの空ケースを拠点回収の継続のほか、一般廃棄物処理業許

可業者との連携を図りながら、より効果的な手法を検討していきます 

 

 

基本施策２－３ ごみの適正処理の推進 

 

廃棄物の不法投棄やごみのポイ捨て等をなくすことでまちの衛生や美化が保たれます。市民・事業者の

意識を高めるような取組を行います。また、災害時における廃棄物処理を適正かつ迅速に実施するため、

国や県、民間企業などと連携します。 

 

施策での取組 

 

2-3-1不法投棄防止の推進                                         

 

① 不法投棄防止の看板や監視カメラの設置による不法投棄の未然防止、継続的なパトロールを行い事

案の早期発見・解決に努めるとともに、多くの観光客が集まるまつりやイベントなどでは、ごみの分

別等の呼びかけを実施し、地域環境美化を推進します。 

 

② 県・衛生組合・事業者との合同パトロールを定期的に行うことで、関係機関との情報共有に密に

し、事案の早期解決に努めます。 

 



 

16 

 

③ 各衛生組合や町内会が実施する自発的な清掃活動への支援を通し、地域の美化活動を推進します。 

 

④ 所有者不在・不明な住居・敷地内の廃棄物問題に対応するため、空家担当部署と連携しながら、周

辺に環境被害が出ないような対応の検討・実施に努めていきます。 

 

目指す目標値（活動指標・成果指標） 

 

No 成果指標名 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

(10 年後) 

1 ①浄水管理センターにおける汚泥の最終

処分量 

②排出量及び再資源化率 

①汚泥最終処分量 

ー  

②再資源化率 

80.2％ 

①汚泥最終排出量 

790t/年 

②再資源化率 

83％ 

2 一人一日あたりの生活ごみの排出量 536ｔ 450ｔ 

3 ごみのリサイクル率 14.6% 22.0% 

 

基本目標２に関連する国・県の計画等 

○第五次環境基本計画（国・平成 30年） 

○第 4次山形県環境計画（山形県・令和 3年） 

 ○第３次山形県循環型社会形成推進計画（山形県・令和 3年） 

○山形県分別収集促進計画（第 10期）（山形県・令和 5年） 
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基本目標３ 自然共生社会と安全で快適な生活環境の実現 

【方針】 

水や、山・森林等の土地が適切に管理・保全され、保安林や水資源を保護するとともに、生物多

様性につながる生態系の適切な管理を目指します。 

また、良好な大気、水環境を維持することで誰もが安心して暮らせる環境を目指します。 

 

基本施策３－１ 自然環境、生物多様性の保全 

 

（１）里地里山の保全と再生の取組 

農林業などにより維持されてきた二次的自然地域である里地里山の保全と再生に取り組み、自然資源

の持続可能な利用を実現することにより、生物多様性の減少を抑制していきます。 

 

施策での取組 

 

3-1-1里山の保全と再生                                           

 

① 農薬や化学肥料の使用等による環境負荷を軽減し生態系を保全するため、年度ごとに制定される米

沢市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱に基づき、環境にやさしい有機農業等の取組に対して支援

します。 

 

② 農業振興地域整備計画を定め、優良農地の確保に努めます。 

 

③ 人工林の保育作業（雪起し、下刈り、除伐、間伐、枝打ち等）や、二次林の積極的な活用をしながら

更新を行い、里山の保全をすることで、公益的機能である生物多様性の保全と森林病害虫の拡大防止を

図ります。 

  【再掲】3-1-2 

 

④ クマ、イノシシ、サル等の鳥獣の人里への出没を抑制するため、出没の要因となる不要果樹の適正な

管理、伐採等について市民への理解を広げるほか、出没しにくい環境づくりに努めます。 

 

（２）森林の整備や湿地などの保全の取組 

森林資源の有用性や湿地などの希少な植生、野生生物に関する認識を深め、保全するとともに、森林

病害虫の防除や林道の整備、持続可能な森林資源の利用を図ることにより、森林の荒廃を抑制していき

ます。 

 

3-1-2森林の整備と森林資源の利用                                          
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④ 人工林の保育作業（雪起し、下刈り、除伐、間伐、枝打ち等）や、二次林の積極的な活用をしながら

更新を行い、里山の保全をすることで、公益的機能である生物多様性の保全と森林病害虫の拡大防止を

図ります。 

  【再掲】3-1-1 

 

⑤ 米沢市の公共建築物等における木材の利用促進に関する基本方針に基づき地元産材の積極的な利用

を進めます。 

 

3-1-3植生の保全                                           

 

⑥ 植生の保全の重要性について、情報発信に努めるとともに、市で発行する山岳マップや山岳ガイド

の活動に加え、刈払いや植生・植物の説明板、道標設置等の登山道整備を行い、登山道以外への立ち入

りを防止することにより、植生の保護を推進します。 

 

3-1-4野生生物の保護                                           

 

⑦ 鳥獣保護管理法に基づき、市内に生息する野生鳥獣の計画的な保護、管理に努めます。 

 

⑧ 生態系などに被害を及ぼす、またはそのおそれがある特定外来生物の防除を推進します。 

 

 

基本施策３－２ 生活環境、快適環境の保全 

 

（１）大気、水、土壌などの生活環境保全の取組 

事業活動から生じる大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音・振動、地盤沈下、悪臭などの公害やごみ

の不法投棄・不適正処理に関する問題については、関係法令の遵守や環境基準の達成を図ります。日常

生活から生じるこれらに類する問題やペットの糞の放置などの問題については、適切な指導のほか、啓

発等により、一人ひとりのマナーやモラルの向上を図ります。さらに、環境調査等を実施し、公害の未

然防止に努めることにより、安全で健康かつ快適な生活環境の保全を推進していきます。 

 

施策での取組 

 

3-2-1公害・環境汚染防止の推進                                        

 

① 米沢八幡原中核工業団地及び米沢オフィス・アルカディアへの立地企業と緑化も含めた環境保全及

び公害防止に関する協定を締結し、指導を行います。 

 

② 市が発注する公共工事において、機械化施工が大気環境に与える負荷の軽減を目的として、排出ガ
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ス性能の良い建設機械の使用に努めます。 

 

③ 地下水の過剰揚水による地盤沈下、井戸枯れなど地下水障害の発生を防止し、地下水の適正利用を

推進するため、山形県地下水採取量報告事務取扱要領に基づき、地下水採取量の把握及び報告を行いま

す。 

 

④ 河川など公共用水域への生活排水流入から水生生物の生息環境を保全するため、下水道整備事業を

推進するとともに、合併処理浄化槽設置整備事業による合併処理浄化槽の普及と適正な維持管理の指

導に努めます。 

 

⑤ 市内の主要な河川の水質調査や自動車騒音の常時監視等の環境調査を実施し、関係機関との連携・

協力により、法令の遵守や環境基準の維持・達成を図るとともに、公害の未然防止のための規制等の市独

自の枠組みを策定し、よりすこやかな生活環境の保全を推進します。 

 

 ⑤－１ 下水道法に基づく特定施設について、定期的な立入検査を行うとともに、施設の運用方法や

除害施設の稼働方法等について助言を行い、基準を逸脱する排水を未然に防止します。また、独

自に協議会を設定し、研修会等を行うことや、独自の連絡網を作成することにより、事故時に迅

速な連携が取れるよう配慮します。 

 

 ⑤－２ 外郭団体である「米沢市衛生組合連合会」及び「米沢地区地下水利用対策協議会」の事業に協

力・支援することにより、ペットの糞害防止・飼い主のマナー向上や地下水の保全と節度ある利

用の促進に努めます。 

 

 

（２）公園、緑地などの快適環境の整備と保全の取組 

市民のいこいの場や自然と触れ合える都市（自然）公園や緑地などを整備し、市民が安らげる快適環

境づくりを推進していきます。 

 

施策での取組 

 

3-2-2公園の保全                                              

 

⑦ 公園の緑の保全及び緑化を図り、樹木育成のため発生状況に対応した適切な病害虫の防除を行いま

す。また、病害虫の防除の際は人の健康や環境リスク低減に配慮します。 

 

3-2-3公園・緑地などの快適環境保全の推進                                           

 

⑧ 花と樹木におおわれたまちづくり計画に基づき市民と協働による取組を推進します。 
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3-2-4水辺環境の保全と整備                                          

 

⑨ 市民が憩う水辺空間の整備を図るため、都市公園として供用している、最上川上流河川緑地や最上

川窪田・上郷地区河川緑地（窪田水辺の楽校）の維持管理及び整備を実施して利用を推進します。 

 

⑩ まちなかでもビオトープのような空間で自然と触れ合える公園利用の推進について検討します。 

 

3-2-5道路・交通網の整備                                          

 

⑪ 歩行者が安心して歩ける歩道空間を整備し、人と車が調和する道路の整備を推進します。また、広

域的な道路ネットワークを形成する幹線道路の整備を推進するとともに、交差点や幅員の狭い道路の

改良を行い、渋滞の解消に努めるほか、広報啓発活動を推進し、交通ルールの遵守と歩行者等に配慮

した運転マナーの普及を図ります。 

 

⑫ コンパクトなまちづくりと持続可能な公共交通ネットワークの形成を推進するとともに、公共交通

の利便性向上と利用促進により、便利で暮らしやすく、環境負荷の少ないまちづくりに取り組みます。 

 

目指す目標値（活動指標・成果指標） 

 

No 成果指標名 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

(10 年後) 

1 市域の温室効果ガス削減率（平成 25 年度

比）※１ 

30.7%減 

(令和 4 年度) 

46.8％減 

（令和 12 年度） 

2 市事務事業から排出される温室効果ガス

削減率（平成 25 年度比）※１ 

14.8%減 

(令和 5 年度) 

51.％減 

（令和 12 年度） 

3 本市耕地面積に占める環境保全型農業直

接支払交付金対象面積割合 
2.0％ 2.8％ 

4 再利用が可能な耕作放棄地の面積 1167.97a 1167.97a 

5 森林整備面積 268ha 280ha 

6 地元産材を利用した公共施設数（累計）

※２ 
17 件 27 件 

7 下水道施設（管渠）の面整備率 81.2% 81.60% 

8 下水道処理人口普及率 66.3% 66.60% 

9 合併処理浄化槽普及率 26.4% 27.70% 

10 公害苦情件数 78 件 70 件以下 

11 ホームページにおける環境情報専用ペー

ジのアクセス数 

23,888 件/年 
30,000 件/年 
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※１ 基本目標１へ重複掲載 

※２ 「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成

22年法律第 36号）」の施行後に地元産材を利用した公共施設の累計数をいう。 

※３ 基本目標３へ重複掲載 

 

基本目標３に関連する国・県の計画等 

○第六次環境基本計画（国・令和 6年） 

○第 4次山形県環境計画（山形県・令和 3年） 

○生物多様性国家戦略 2012-2020（国・平成 24年） 

 ○山形県水資源保全総合計画（山形県・平成 25年） 
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基本目標４ 人づくり・環境基盤の整備 

【方針】市民一人ひとりが環境にやさしい行動ができるように周知を進めます。 

 

基本施策４－１ 環境教育・環境学習の取組、情報発信 

 

環境に関する講座、イベント等の開催や参加に加え、学校を中心に環境教育を充実させることにより、

将来にわたって環境の保全等に関する市民の意識の高揚を図ります。 

 

施策での取組 

 

4-1-1環境情報の収集・発信                                            

 

① 市立図書館は、環境問題やエコに関する図書の充実を図り、貸出を行います。 

 

② 市民及び事業者による環境に配慮した取組や事業活動を推進するため、市のホームページに一般住

宅や民間事業所における再生可能エネルギー導入、省エネ・省資源など環境に関する情報を収集、発

信します。 

 

③ 山形大学工学部、米沢栄養大学、米沢女子短期大学等の高等教育機関や事業者等と連携し、環境情

報の発信に努めます。 

 

4-1-2環境学習・環境教育の推進                                            

 

④ 社会科見学や地域学習、教科の学習等を通して、児童生徒の環境学習を行います。また、理科研修

センターへの環境に関する教育資料、簡易測定機材等の充実を図り、貸出を行います。機材等につい

ては、年１回以上見直しを実施し、内容の充実を図ります。 

 

⑤ 子ども達の環境に関する学習の充実を図るため、本市で作成している副読本に、本市の環境問題等

の内容を盛り込みます。その内容については定期的に見直しを実施し、情報を更新し、内容の改善を

図ります。また、子ども達が学習したことを、学校生活や家庭生活に生かす機会を設けるなど、指導

の工夫・充実に努めます。 

 

⑥ 地球温暖化問題や森林に対する子ども達の理解と関心を深めることを目的として、環境教育や現地

視察等の体験活動の実施を推進します。 

 

⑦ 山形大学工学部、米沢栄養大学、米沢女子短期大学等の高等教育機関と連携した環境教育を実施を

します。 
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基本施策４－２ 環境保全活動の推進 

 

子どもから大人まで誰でも気軽に参加できる環境保全活動を推進し、環境に関する市民の意識の高

揚を図ります。 

 

施策での取組 

 

4-2-1環境保全活動の推進                                       

 

① 環境フェスの開催など、市民の方が環境について考える機会の増加を図ります。 

 

 

目指す目標値（活動指標・成果指標） 

 

No 成果指標名 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

(10 年後) 
担当課 

1 

ホームページにおける環境情報

専用ページのアクセス数 

（平成 26 年度比）※ 

― 

 

環境課 

2 
市内小中学校における環境教育

の実施率 
― 

 環境課 

森林農村整備課 

※ 基本目標２へ重複掲載 

 

 

 

基本目標４に関連する国・県の計画等 

○第六次環境基本計画（国・令和 6年） 

○第 4次山形県環境計画（山形県・令和 3年） 

○環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育 並びに協働取組の推進に関する基本的な方針 

（国・令和 6年） 
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第５章 計画の推進と進行管理                         

１ 推進体制 

（１）環境審議会 

 米沢市環境審議会は、米沢市環境審議会条例第 3条第 2項の規定に基づき、知識経験者や関係行政機

関、団体の役職員などにより構成される組織です。市長の諮問に応じて、環境基本計画に関する事項に

ついて調査及び審議を行います。 

 

（２）庁内組織 

市は、計画の推進、施策の実施に当たっては、各部局の連携・協力を図りながら実施することとし、

環境基本計画主管課は、市民や事業者等との情報共有や、庁内関係各課との連絡調整、最新の環境情報

の収集、情報提供を行います。 

 

（３）国・県等との連携 

 大気汚染や水質汚濁、地球環境問題など広域的な取組が求められる課題への対応について、国や県、

他自治体との連携により広域的視点からの対策を図ります。 

 

２ 計画の進行管理 

（１）PDCAサイクルの運用 

 本計画の進行は PDCA（計画・実行・点検・見直し）サイクルにより、毎年度、施策の点検と施策・事

業の進め方について改善を図ります。 

 

（２）指標による点検・評価 

 本計画の基本施策（第 4章）を対象に、事業の状況や指標の進捗状況、目標値の達成状況などについ

て点検・評価します。なお、各項目の状況や社会経済情勢などを考慮して、事業、指標及び目標値の見

直しが必要な場合は、計画期間中であっても本計画の見直しを検討します。 

 

（３）市ホームページ等による公表・評価 

 市は、毎年度、計画の進捗や市内環境の状況について環境審議会に報告するとともに、市のホーム

ページ等を通じて市民に公表します。寄せられた意見は、施策の立案や推進に反映させていきます。 
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